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１．会社の概況  

 

① 商号、許可年月日等 

 

商号又は名称  北辰物産株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長 釼持 宏昭 

所 在 地  東京都中央区日本橋茅場町１丁目９番２号 

許 可年月 日  ２０１７年１月１日 

加 入協会 名  日本商品先物取引協会 

  日本商品委託者保護基金 

  

  会社の沿革 

 

年   月 概          要 

昭和 39 年  3 月 

 

昭和 39 年  5 月 

昭和 39 年  9 月 

昭和 40 年  3 月 

 

昭和 40 年  3 月 

昭和 40 年 12 月 

昭和 41 年  3 月 

昭和 42 年  9 月 

昭和 46 年  1 月 

 

 

 

昭和 50 年  9 月 

昭和 52 年  2 月 

昭和 52 年  2 月 

昭和 52 年  3 月 

昭和 55 年  5 月 

昭和 56 年  7 月 

昭和 58 年  3 月 

 

昭和 59 年  1 月 

 

昭和 60 年  7 月 

 

ミツワ商品株式会社を設立（資本金 4,000 万円）、農林大臣より、東京穀物

商品取引所商品仲買人（現商品先物取引業者）の登録を受け、事業を開始 

池袋営業所（池袋支店に改称）開設 

横浜営業所（横浜支店に改称）開設 

通商産業大臣及び農林大臣より、東京ゴム取引所及び東京繊維取引所並びに

前橋乾繭取引所商品仲買人の登録を受ける 

前橋営業所（前橋支店に改称）開設 

大阪支店開設 

農林大臣より、大阪穀物取引所商品仲買人の登録を受ける 

農林大臣より、東京砂糖取引所商品仲買人の登録を受ける 

商品取引所法の改正により、商品仲買人登録制から商品取引員許可制（現商

品先物取引業者）に移行。農林大臣及び通商産業大臣より、東京穀物商品取

引所、東京ゴム取引所、東京繊維取引所、前橋乾繭取引所、大阪穀物取引所、

東京砂糖取引所の商品取引員の許可を受ける 

資本金１億円に増資 

社名を北辰物産株式会社に変更 

本店を東京都中央区日本橋茅場町１丁目８番地（現１丁目９番２号）に移転 

資本金１億 5,000 万円に増資 

資本金１億 9,500 万円に増資 

農林水産大臣より、横浜生糸取引所の商品取引員の許可を受ける 

通商産業大臣より、大阪三品取引所、大阪化学繊維取引所の商品取引員の許

可を受ける 

通商産業大臣より、東京金取引所（現㈱東京商品取引所）の商品取引員  

（現商品先物取引業者）の許可を受ける 

三井物産株式会社「ロンドン渡し貴金属地金取引」指定取扱業者、代理店に

なる 
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昭和 63 年  6 月 

 

昭和 63 年 12 月 

昭和 63 年 12 月 

平成 2 年  3 月 

平成 2 年  3 月 

 

平成 2 年 11 月 

平成 3 年  3 月 

平成 3 年  5 月 

平成 3 年  8 月 

平成 3 年 11 月 

 

平成 5 年  2 月 

平成 5 年  2 月 

平成 5 年  4 月 

平成 5 年 12 月 

 

平成 6 年  6 月 

平成 7 年  1 月 

 

平成 9 年  4 月 

 

平成 9 年 10 月 

 

平成 10 年  7 月 

 

平成 11 年  2 月 

 

平成 11 年  2 月 

平成 11 年  3 月 

 

平成 11 年  3 月 

平成 11 年  6 月 

 

平成 11 年 10 月 

平成 12 年  3 月 

 

平成 12 年  3 月 

 

平成 12 年  4 月 

通商産業大臣より「誘導基準適合取引員」に認定される。（９年連続して「誘

導基準適合取引員」に認定される） 

福岡支店開設 

農林水産大臣より、関門商品取引所の商品取引員の許可を受ける 

資本金 2 億 1,450 万円に増資 

㈱太陽神戸銀行（現㈱三井住友銀行）、㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）及び

㈱德陽相互銀行（前㈱德陽シティ銀行）が資本参加 

資本金 3 億 6,700 万円に増資 

資本金 6 億 4,200 万円に増資 

㈳日本商品取引員協会（現日本商品先物取引協会）に加入 

農林水産大臣より、名古屋穀物砂糖取引所の商品取引員の許可を受ける 

商品取引所法の改正による第一種・第二種の区分許可制導入に伴い、農林水

産大臣及び通商産業大臣より、第一種商品取引受託業の許可を受ける 

資本金 10 億 3,200 万円に増資 

名古屋支店開設 

通商産業大臣より、名古屋繊維取引所の商品取引員の許可を受ける 

農林水産大臣より、関西農産商品取引所（現㈱堂島取引所）・砂糖市場の商

品取引員の許可を受ける 

商品取引員他社４社との共同出資会社、大興投資顧問株式会社を設立 

通商産業大臣より、神戸ゴム取引所・天然ゴム指数市場の商品取引員の許可

を受ける 

通商産業大臣より、東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）・アルミニウ

ム市場の商品取引員（現商品先物取引業者）の許可を受ける 

通商産業大臣より、大阪商品取引所（後の中部大阪商品取引所）・アルミニ

ウム市場の商品取引員の許可を受ける 

農林水産大臣より、関西商品取引所（現㈱堂島取引所）・農産物飼料指数市

場の商品取引員の許可を受ける 

東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）・毛糸市場上場廃止のため、受託

業務廃止 

東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）・金実物会員脱退 

大阪商品取引所（後の中部大阪商品取引所）・スフ糸市場上場廃止のため、

受託業務廃止 

中部商品取引所（後の中部大阪商品取引所）・会員脱退 

東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）・石油市場の商品取引員（現商品

先物取引業者）の許可を受ける 

特定の電子取引開始 

大阪商品取引所（後の中部大阪商品取引所）・毛糸市場上場廃止のため、受

託業務廃止 

東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）・綿糸市場上場廃止のため、受託

業務廃止 

外国為替証拠金取引業務開始 
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平成 12 年 12 月 

平成 13 年  5 月 

 

平成 14 年 12 月 

平成 16 年  1 月 

平成 16 年  3 月 

 

平成 16 年  3 月 

平成 16 年  6 月 

平成 16 年  9 月 

平成 17 年  4 月 

平成 17 年  4 月 

平成 17 年  5 月 

平成 17 年  7 月 

平成 17 年  8 月 

 

平成 17 年 10 月 

 

平成 17 年 11 月 

平成 18 年  2 月 

平成 19 年  4 月 

平成 19 年 9 月 

平成 19 年 10 月 

平成 19 年 11 月 

平成 19 年 11 月 

平成 20 年  2 月 

平成 20 年  4 月 

 

平成 20 年 12 月 

 

平成 20 年 12 月 

 

平成 21 年  6 月 

平成 21 年  8 月 

 

平成 21 年 12 月 

 

平成 21 年 12 月 

平成 21 年 12 月 

平成 22 年  3 月 

 

資本金 11 億 3,832 万 6 千円に増資 

農林水産大臣より、横浜商品取引所・農産物市場の商品取引員の許可を受け

る 

経済産業大臣より、中部商品取引所・石油市場の商品取引員の許可を受ける 

資本金 13 億 3,832 万 6 千円に増資 

大阪商品取引所（後の中部大阪商品取引所）・綿糸市場上場廃止のため、受

託業務廃止 

前橋支店を廃止し本店に統合 

資本金 16 億円に増資 

インターネットによる外国為替保証金取引「DRAGON FX 24」開始 

農林水産大臣及び経済産業大臣より、商品取引受託業務の許可を受ける 

委託者保護会員制法人日本商品委託者保護基金会員加入 

株式会社日本商品清算機構における指定商品市場に係る清算資格を取得 

横浜支店を廃止し本店に統合 

中部商品取引所（後の中部大阪商品取引所）・鉄スクラップ市場における受

託会員加入 

株式会社日本商品清算機構における中部商品取引所・鉄スクラップ市場の 

清算資格を取得 

池袋支店を廃止し本店に統合 

金融先物取引業の登録を受ける 

北辰商品株式会社より商品先物取引受託業務の事業譲受 

関東財務局長より、第一種及び第二種金融商品取引業の登録を受ける 

TIGER TRADER を D-station に一本化 

関西商品取引所（現 ㈱堂島取引所）・会員脱退 

大阪支店を廃止し本店に統合 

名古屋支店・福岡支店を廃止し本店に統合 

かざかコモディティ㈱より商品先物取引受託業務における委託者資産及び

建玉の移管 

東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）の株式会社化に伴い、受託会員か

ら受託参加者となる 

商品先物取引オンライントレーディングシステム、D-station 新システム 

「Presto」稼動 

「DRAGON FX 24」のサービスを停止 

中部大阪商品取引所・会員脱退及び株式会社日本商品清算機構における清算

資格の喪失 

外国為替証拠金取引事業の対面取引を 

IVT インベストメント・バンキング㈱（現 あい証券㈱）へ事業譲渡 

第一種金融商品取引業の廃止 

第二種金融商品取引業の廃止 

商品先物取引受託業務の対面取引を大起産業㈱（現 大起証券㈱）へ事業譲

渡 
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平成 22 年  9 月 

 

平成 22 年 10 月 

 

平成 23 年  1 月 

 

平成 23 年  1 月 

平成 23 年  5 月 

 

平成 23 年  8 月 

平成 23 年 9 月 

平成 24 年 1 月 

平成 25 年 1 月 

 

平成 25 年 2 月 

 

平成 25 年 2 月 

 

 

平成 26 年 4 月 

平成 27 年 4 月 

平成 27 年 12 月 

平成 29 年  1 月 

 

令和 2 年 4 月 

 

令和 2 年 5 月 

 

令和 2 年 7 月 

 

令和 3 年 9 月 

 

大起産業㈱（現 大起証券㈱）より商品先物オンライン取引受託業務におけ

る委託者資産及び建玉の移管 

株式会社東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）の中京ガソリン・中京灯

油の取引開始及び株式会社日本商品清算機構における清算資格の取得 

農林水産大臣及び経済産業大臣より、商品先物取引法の施行に伴う商品先物

取引業者の許可を受ける 

SPAN 証拠金制度に基づく新証拠金制度を開始 

株式会社東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）の日経・東工取商品指数

の取引開始及び株式会社日本商品清算機構における清算資格の取得 

株式会社東京穀物商品取引所の米穀の取引開始 

「D-station」プレミアムオンライン取引（サポート型）の取引開始 

スマートフォン取引ツール「D-touch」稼動 

株式会社東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）の日経・東工取商品指数

市場の上場廃止のため、受託業務廃止 

株式会社東京穀物商品取引所の解散に伴い、農産物市場・砂糖市場の受託業

務廃止 

株式会社東京商品取引所の農産物・砂糖市場（一般大豆・小豆・とうもろこ

し・粗糖）の取引開始及び株式会社日本商品清算機構における清算資格の取

得 

株式会社東京商品取引所より「人材高度化法人」として認定を受ける 

PC・タブレット用取引ツール「D-タブレット」稼働 

大阪堂島商品取引所（現㈱堂島取引所）に加入 

農林水産大臣及び経済産業大臣より、商品先物取引法に基づき商品先物取引

業の許可を受ける 

金融商品取引法に基づき、関東財務局長より第一種金融商品取引業、投資助

言・代理業の登録 

日本証券業協会に特定業務会員として加入 

日本投資顧問業協会に投資助言・代理会員として加入 

株式会社大阪取引所より商品先物等取引資格の取得 

株式会社日本証券クリアリング機構より商品先物等清算資格の取得 

株式会社大阪取引所の CME 原油等指数先物取引の取引開始 

株式会社日本証券クリアリング機構より原油先物等清算資格の取得 
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② 事業の内容 

 

（１）経営組織（２０２２年７月１日現在） 
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（２）事業の内容 

 

 (ａ) 商品先物取引業 

イ．国内商品市場取引に係る業務 

当社は商品先物取引法第 190 条第１項に基づき、農林水産大臣及び経済産業大臣から商

品取引受託業務の許可を得た商品先物取引業者であり、2022 年 7 月 1 日現在、下記の

商品市場の受託取引参加者として、当該商品市場における取引の受託業務を行っており

ます。（許可番号：農林水産省指令 28 食産第 3988 号、20161108 商第 10 号） 

     

取引所名 市場名 当社における取扱商品 

㈱東京商品 

取引所 

エネルギー 
バージガソリン、バージ灯油、プラッツドバイ原油、 

LNG（プラッツ JKM） 

中京石油 中京ローリーガソリン、中京ローリー灯油 

 

ロ．外国商品市場取引に係る業務 

該当事項はありません。 

ハ．店頭商品デリバティブ取引に係る業務 

  該当事項はありません。 

ニ．国内商品市場における取引を行う業務 

自己の計算において商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業務は上記 

イに掲げた商品市場において行っております。 

   

 (ｂ) 兼業業務 

  イ．第一種金融商品取引業（商品関連市場デリバティブ取引の取次ぎ業務、有価証券等管理

業務）及び投資助言・代理業並びにその付随業務 

ロ．不動産賃貸業務 

  ハ．金地金売買業務 

 

③ 事業所、営業所の状況（２０２２年７月１日現在） 

 

名        称 所    在    地 

本    店 東京都中央区日本橋茅場町１丁目９番２号 
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④ 財務の概要（決算年月：２０２２年３月期） 

 

(ａ) 資本金  １，６００，０００千円 

(ｂ) 営業収益  １，０４７，１３１千円 

(ｃ) 受取手数料  ４１９，０７９千円 

(ｄ) トレーディング損益  ５８９，５４４千円 

(ｅ) 経常損益  ２５８，６６１千円 

(ｆ) 当期純損益  １７５，２７６千円 

(ｇ) 純資産額規制比率   ４５２．４％ 

 

⑤ 発行済株式総数（２０２２年７月１日現在） 

    

発行済株式の総数    ９２,７１４株 

   （注）当社の株式は非上場であります。 

 

⑥ 株主の氏名等（２０２２年７月１日現在） 

 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

北辰不動産株式会社 ４９，０３２株 ７３．０％ 

釼持 宏昭 １３，０８０株 １９．５％ 

株式会社三井住友銀行 ３，０００株 ４．５％ 

網谷 充弘 ２，０００株 ３．０％ 

大平 崇由 ３０株 ０．０％ 

合計 ５名 ６７，１４２株 １００．０％ 

（注）割合は、発行済株式の総数から自己株式数（25,572 株）を 

除いた株式数を基準に算出したもので、議決権比率と同じ比率で 

あります。なお当社の株主数は 5 名であります。 

 

⑦ 役員の状況（２０２２年７月１日現在） 

 

役職名 氏名 

代表取締役社長 釼 持  宏 昭 

取 締 役 甲 地  芳 章 

取 締 役 五味    学 

取 締 役 網 谷  充 弘 

監 査 役 富 田  正 樹 
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⑧ 役員及び使用人の数（２０２２年 3 月３1 日現在） 

 

 
役員 使用人 合計 

総 数     ６名     １４名     ２０名  

（うち外務員）     （３名）    （１１名）    （１４名） 

  

２．営業の状況 

 

① 営業の経過及び成果 

当事業年度の我が国および世界経済は、前年度に続き新型コロナウィルスパンデミックの影響

を大きく受ける１年となりました。ワクチン接種の進展等により行動制限等が緩和され、経済活

動が正常化へ向かい始める国や地域も出始めておりましたが、新型コロナウィルスの変異株「オ

ミクロン株」の出現により、第３四半期以降、多数の国、地域で再び行動規制等が強化される事

態となりました。また、パンデミック長期化によるサプライチェーンの混乱に伴い、原材料価格

等が高騰し世界的にインフレ高進への警戒感が強まる中、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻

を受けてエネルギー、非鉄金属、穀物等が急騰し、一段とインフレ高進に拍車を掛ける事態とな

りました。また、ウクライナ情勢緊迫化により地政学リスクが大きく高まり、世界経済の先行き

にも様々な不安を残す形となりました。国内におきましては２０２１年１０月に岸田新政権が発

足する等、政治面におきましても大きな変化が生じた１年となりました。 

世界経済に目を向けますと、米国では新型コロナウィルスの感染が抑制されて、他国・地域に

比べていち早く経済活動の正常化が進んだことや、大規模な景気刺激策等の効果もあって、米国

経済は急速に回復へと向かいました。金融緩和による過剰流動性に加え、景気回復に伴い企業業

績が改善傾向を示したことから、NYダウ平均株価は前年度からの騰勢が続き、２０２２年１月４

日には終値で３６，７９９．６５ドルの史上最高値を付けました。また、同株価以外にもＳ＆Ｐ

総合５００種が同年1月4日に、ナスダック総合指数が２０２１年１１月２２日に史上最高値を更

新する等、米国株は第3四半期までは堅調に推移しておりました。 

しかしながら、資源価格等の高騰によるインフレが米国経済の圧迫要因となり、第４四半期に

入ると米国株は軟調な値動きとなりました。さらに、２０２２年２月２４日にはロシアによるウ

クライナへの軍事侵攻により物価上昇に拍車が掛かり、米国のインフレ指標の一つである消費者

物価指数は、２０２２年3月に前年同月比８．５％上昇し、１９８１年１２月以来、４０年3か月

ぶりの高い水準を記録しました。 

インフレ抑制に向けて、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は、２０２１年１１月の連邦公開市

場委員会（ＦＯＭＣ）で、新型コロナ対策として実施していた量的金融緩和の縮小開始を決定し

ました。さらに、２０２２年３月には量的金融緩和策を終了して利上げを開始し、実質ゼロ金利

政策の解除へと動きました。また、今後も利上げを進める姿勢を示したことで米国の景気減速懸

念が高まり、米株価は第４四半期には総じて調整色を強める動きとなりました。 

一方の国内経済は、新型コロナウィルスのデルタ株感染拡大により、２０２１年４月２５日か

ら９月３０日まで緊急事態宣言が発出され、７月には緊急事態宣言下で東京オリンピックが開催

される異例の事態となりました。東京オリンピックが無事終了し、新型コロナウィルスの感染も
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落ち着きを見せる中、同年９月に菅義偉前首相が自民党総裁選への不出馬を表明したことをきっ

かけに日経平均株価は急騰し、１９９０年８月以来３１年ぶりの高値となる３０，７９５．７８

円まで上昇しましたが、上昇は長続きしませんでした。また、同年１０月４日に岸田新内閣が発

足した後も政権への期待等から株価は一時的に上昇しましたが、３万円の大台回復には至りませ

んでした。２０２２年に入ると、新型コロナウィルスのオミクロン株の感染拡大から、まん延防

止等重点措置の適用に伴う自粛ムードが再燃し、さらにはウクライナ情勢の悪化からリスク回避

姿勢が強まり、同年３月９日に２４６８１．７４円まで値を下げる等、２０２１年9月に3万円の

大台を達成して以降、２０２２年３月初旬まで日経平均株価はジリ貧の状態で推移しました。 

ウクライナ情勢の先行きや、インフレ高進、世界的な金融引き締めの流れ等懸念材料もありま

すが、ワクチン接種の普及やこれまでの経験を生かした迅速で的確な対応により、パンデミック

による世界経済の減速は今後さらに抑えることが可能となりそうなことから、実体経済の本格的

な回復への期待も高まりそうです。 

商品先物取引業界では、２０２１年９月２１日に株式会社大阪取引所および東京商品取引所に

おきまして次期デリバティブ売買システム（Ｊ－ＧＡＴＥ３．０）が稼働し、これに伴い夜間立

会の取引終了時間がこれまでの朝５時３０分から３０分延長され、朝６時００分までとなりまし

た。また、大阪取引所にてＣＭＥ原油等指数先物が新規上場され、取引時間の延長と取扱商品の

ラインナップが増えたことで、今後の取引機会の拡大による市場活性化に期待が持たれます。 

一方、商品市況におきましては、金価格が上期にはNY金先物価格の堅調な動きや円安基調等を

背景に６，０００円台前半から半ばを中心に堅調推移となり、下期に入ると円安進行に加えイン

フレヘッジの金買いが加わり６，０００円台半ばから後半に水準をやや切り上げて推移しました。

２０２２年に入るとオミクロン株の感染拡大に伴い安全資産として買いも入る中で、２月に入る

とウクライナ情勢への緊張が高まり、有事の金買いから急伸して同年２月２１日には２０２０年

８月７日に付けた７，０３２円／ｇを突破して史上最高値を更新。その後もロシアによるウクラ

イナへの軍事侵攻や、原油価格の急騰等を受けて安全資産としての金買いやインフレヘッジ買い

が金価格を押し上げた他、日米間の金利差拡大による急激な円安進行を受けて、同年３月２９日

には７，７３１円/ｇを付ける等歴史的な急騰を見せました。 

石油市場におきましては、NY原油先物価格が新型コロナワクチン普及に伴い、上期は米欧を中

心とした経済正常化等から需要が回復し、供給面においてもOPECプラスによる協調減産が小幅に

留まったこと等から需給バランスはタイトな状況が継続し上昇基調となりました。下期に入り感

染力の強いオミクロン株の新型コロナウィルス感染拡大による経済減速懸念等から一時下落する

場面もありましたが、経済に与える影響は限定的との見方から上昇に転じました。その後も上昇

基調が続き、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻により地政学的リスクが極端に高まったこと

を受けて、NY原油先物価格は２０２２年３月７日に１３０．５０ドルまで上昇しました。国内原

油価格の中心限月８月限は同年３月９日に一時７９，５００円/klの高値をつけ、その後も高値圏

で推移しました。 

当事業年度の国内金融商品取引所並びに商品取引所における商品デリバティブ市場の取引高は、

株式会社日本取引所グループ等の統計情報によりますと、主力の金先物取引の売買高低迷が影響

し、合計１，７３４万２，１８０枚と前期比１３．７％減となりました。 

このような市場環境の下、当社は商品デリバティブオンライン取引事業の活動におきまして、

お客様からいただいたご意見やご要望を大切にさせていただき、利便性やサービスの向上を図り、

お客様満足度の向上に繋げるための取り組みを進めて参りました。具体的には、２０２１年１２
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月２５日にホームページのリニューアルを行い、スマートフォンでも見やすく、情報を探しやす

いサイト構成並びにデザインといたしました。 

これらの結果、当事業年度の業績は、商品デリバティブ取引事業におきまして、委託売買高は

前期比５．３％増加の２，２９７千枚となりました。一方、委託者数は前期比０．９％減の５，

７３８名で２００９年度以来、１１年ぶりの減少となったものの、委託者の預り証拠金は前期比

８．０％増加の８，４９１百万円となり、４年連続で増加しております。 

当事業年度における営業収益は、受取手数料収入４１９百万円（前期比６．５％減）、売買損

益５８９百万円の利益（前期比５．４％増）、不動産賃貸収入は前事業年度と同額の３８百万円

を計上し、１，０４７百万円（前期比０．１％増）となりました。営業費用につきましては、７

９９百万円（前期比２．４％増）となり、営業利益は２４７百万円（前期比６．６％減）、経常

利益は２５８百万円（前期比４．４％減）となりました。特別損益におきましては、特別損失に

商品取引責任準備金繰入額および金融商品取引責任準備金繰入額等９百万円を計上し、税引前当

期純利益は２４９百万円（前期比５．０％減）となり、法人税額等７４百万円を計上した結果、

当期純利益は１７５百万円（前期比７．２％減）となりました。 

 

売買高                                  （単位：枚） 

期 別 

内 訳 

 

商品市場名 

 第５９期  

 （自 ２０２１年４月 １日）  

 （至 ２０２２年３月３１日）  

委  託 自  己 合  計 

商品先物取引    

エネルギー市場 ９９，７４７ ０ ９９，７４７ 

小   計 ９９，７４７ ０ ９９，７４７ 

    

その他の商品デリバティブ取

引（※） 
   

貴金属市場 ２，１２４，０８０ １８，０９４ ２，１４２，１７４ 

ゴム市場 ４２，１２６ ０ ４２，１２６ 

農産物市場 ３１，５２０ ０ ３１，５２０ 

商品指数市場 ５０９ １２０ ６２９ 

小   計 ２，１９８，２３５ １８，２１４ ２，２１６，４４９ 

    

合   計 ２，２９７，９８２ １８，２１４ ２，３１６，１９６ 

※ その他の商品デリバティブ取引とは、金融商品取引所で取り扱う商品先物取引及び商品先物

オプション取引のことであります。 
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（１）受取手数料部門 

 

(ａ) 国内商品市場取引 

    受取手数料 

（単位：千円） 

期 別   

 商品市場名 

 第５９期  

 （自 ２０２１年４月 １日）  

 （至 ２０２２年３月３１日）  

商品先物取引    

エネルギー市場  ２６，３０８  

小   計  ２６，３０８  

    

その他の商品デリバティブ取引    

貴金属市場  ３７２，５６９  

ゴム市場  １１，４７５  

農産物市場  ８，５８１  

商品指数市場  １４４  

小   計  ３９２，７７１  

    

合   計  ４１９，０７９  

（注）１．消費税は含まれておりません。 

２．千円未満は切り捨てて表示しております。 

 

(ｂ) 外国商品市場取引 

該当事項はありません。 

 

(ｃ) 店頭商品デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

（２）トレーディング部門 

(ａ) 国内商品市場取引 

  トレーディング損益 

                                  （単位：千円）  

期 別   

 商品市

場名 

 第５９期  

 （自 ２０２１年４月 １日）  

 （至 ２０２２年３月３１日）  

商品先物取引    

エネルギー市場  ０  

小   計  ０  
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その他の商品デリバティブ取引    

貴金属市場  ４０５，８４５  

ゴム市場  ０  

農産物市場  ０  

商品指数市場  ０  

商品先物評価損益  １８３，６９９  

小   計  ５８９，５４４  

    

合   計  ５８９，５４４  

（注）１．消費税は含まれておりません。 

２．千円未満は切り捨てて表示しております。 

     

(ｂ) 外国商品市場取引 

該当事項はありません。 

 

(ｃ) 店頭商品デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

（３）不動産賃貸部門 

不動産賃貸収入は、３８，５０８千円であります。 

 

 

② 取引開始基準 

 

電子取引に関する口座開設申込及び取引開始基準 

 

 お客様が次の要件を満たす場合、口座開設申込及び商品関連市場デリバティブ取引並びに商品

デリバティブ取引（以下「商品関連市場デリバティブ取引等」という）の開始をすることができ

ます。 

 

１．年齢が満１８歳以上７４歳以下の方。 

２．一定の収入（セルフコース：３００万円以上、プレミアムオンライン取引：５００万円以

上）がある方。 

 ３．投資運用予定額又は投資可能資金額が自己資金の範囲で設定されている方。 

 ４．当社の定める特定の電子取引に関する約款、運用規程等に同意いただける方。 

 ５．インターネットの利用環境が整っていること。 

 ６．お客様ご自身のメールアドレスをお持ちである方。 

 ７．取引に必要な個人情報を正確にご提供いただける方。 

 ８．口座開設にあたり、各種書面の電子交付に同意いただける方。 

 ９．商品関連市場デリバティブ取引等の仕組み・危険性（リスク）について十分に理解してい



 

13 

ただいていること。 

１０．当社からの電子メール又は電話で常時連絡がとれる方。 

１１．法律上の行為能力をお持ちである方。 

 

 上記以外で次の要件に該当するお客様は原則不適格者といたしますが、当社の定める申出書の

提出をいただき、審査基準に照らして、条件を満たしているお客様はお取引をすることが出来る

ものといたします。 

 

 １．一定の収入（セルフコース：３００万円以上、プレミアムオンライン取引：５００万円以

上）がない方。 

 ２．満７５歳以上の方。 

 ３．下記に規定する公金取扱者。 

  ① 銀行、農業・漁業の協同組合、信用組合、信用金庫、郵便局等の金融機関に勤務する方。 

  ② 証券会社、保険会社、消費者金融、信販会社、クレジットカード会社、ファイナンス会

社、リース会社等のノンバンクに勤務する方。 

  ③ 国、地方公共団体、その他の公益機関に勤務する方。 

  ④ 民間企業等における金銭、有価証券等の取扱いに直接又は間接に係る方。 

 

 これらは口座開設のお申込に必要な条件です。口座開設申込及び本人確認書類の受入れ後、当

社で口座開設の審査を行うこととなります。 

 審査の結果によっては口座開設のご希望に添えかねる場合がございますので予めご了承くださ

い。 

 

 なお、当社では、投資家保護の観点より未成年、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障

害者、知的障害者及び認知障害の認められる方、生活保護法の適用を受けている方、破産者で復

権を得ない方、商品関連市場デリバティブ取引等を始めるにあたり、資金の借り入れを行おうと

している方、損失が生ずるおそれのある取引を望まない方、取引証拠金等の額を上回る損失が生

ずるおそれのある取引を望まない方、反社会的勢力に該当又は反社会的勢力と関係を有する方、

外国ＰＥＰｓに該当する方の口座開設のお申込は受付けておりません。 

 

 

③ 顧客数（２０２２年３月３１日現在） 

 

  顧客数  ５，７３８名 
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３．経理の状況 

 ① 貸借対照表 

 
 

 

 

 

 

 

(単位：千円)

金　　　額 金　　　額

流　動　資　産 10,437,740 流　動　負　債 8,829,540

現 金 及 び 預 金 1,667,398 未 払 金 27,423

委 託 者 未 収 金 1,546 未 払 法 人 税 等 31,686

保 管 有 価 証 券 93,775 未 払 消 費 税 等 4,983

差 入 保 証 金 7,221,000 預 り 証 拠 金 8,491,957

委託者先物 取引 差金 1,407,819 賞 与 引 当 金 9,960

前 払 費 用 4,498 役員賞与引当金 239,450

そ の 他 41,701 そ の 他 24,079

固　定　資　産 1,600,538 固　定　負　債 113,397

　有形固定資産 （ 810,935 ） 預り敷金保証金 38,508

建 物 14,296 退職給付引当金 24,009

車 両 運 搬 具 0 役員退職慰 労引 当金 50,880

工具、器具 及び 備品 26,638 特別法上の準備金 36,868

土 地 770,000 商品取引責 任準 備金 22,492

　無形固定資産 （ 50,889 ） 金融商品取引責 任準 備金 14,375

電 話 加 入 権 324 8,979,807

ソ フ ト ウ ェ ア 50,565

　投資その他の資産 （ 738,714 ） 株　主　資　本 3,053,329

投 資 有 価 証 券 138,180 　資　本　金 1,600,000

出 資 金 800 　資本剰余金 602,152

長 期 委 託 者 未 収 金 213,713 資 本 準 備 金 452,152

破産更生債権等 15,307 その他資本剰余金 150,000

長期差入保証金 389,188 　利益剰余金 1,209,523

長 期 貸 付 金 1,526 利 益 準 備 金 50,595

長 期 前 払 費 用 6,360 その他利益剰余金 1,158,927

ゴ ル フ 会 員 権 13,770 　配 当 積 立 金 238,000

繰 延 税 金 資 産 145,055 　繰越利益剰余金 920,927

そ の 他 759 　自 己 株 式 △ 358,346

貸 倒 引 当 金 △ 185,948 評価・換算差額等 5,142

その他有価証券評価差額金 5,142

3,058,471

12,038,278 12,038,278

貸 借 対 照 表

（２０２２年３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負   債   合   計

負 債 ･ 純資産合計

純　資　産　合　計

資   産   合   計

（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）
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② 損益計算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

受 取 手 数 料 419,079

売 買 損 益 589,544

不 動 産 賃 貸 収 入 38,508 1,047,131

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 799,701 799,701

営 業 利 益 247,430

受 取 利 息 6

受 取 配 当 金 2,174

受 取 遅 延 損 害 金 8,467

そ の 他 582 11,230

経 常 利 益 258,661

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 50 50

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 240

商品取引責任準備金繰入額 247

金融商品取引責任準備金繰入額 8,766 9,253

税 引 前 当 期 純 利 益 249,457

法人税 ･住民税及び事業税 64,063

法 人 税 等 調 整 額 10,118 74,181

当 期 純 利 益 175,276

損 益 計 算 書

(２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで）

（単位：千円）

 営 業 外 収 益

 特　別　損　失

科　　　　　目 金　　　　　額

 営　業　収　益

 営　業　費　用

 特　別　利　益
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③ 株主資本等変動計算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

配当積立金
繰越利益
剰余金

1,600,000 452,152 150,000 602,152 50,595 238,000 749,008 1,037,604

剰 余 金 の 配 当 △ 3,357 △ 3,357

当 期 純 利 益 175,276 175,276

純 資 産 の 部 に 直 接 計 上 さ れ た
その他有価証券評価差額金の増減

　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－ 171,918 171,918

1,600,000 452,152 150,000 602,152 50,595 238,000 920,927 1,209,523

△ 358,346 2,881,410 △ 4,682 △ 4,682 2,876,727

剰 余 金 の 配 当 △ 3,357 △ 3,357

当 期 純 利 益 175,276 175,276

純 資 産 の 部 に 直 接 計 上 さ れ た
その他有価証券評価差額金の増減

9,825 9,825 9,825

　　　　　　－ 171,918 9,825 9,825 181,744

△ 358,346 3,053,329 5,142 5,142 3,058,471

２０２１年４月１日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

２０２２年３月３１日残高

２０２２年３月３１日残高

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式
株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

事業年度中の変動額合計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

（２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本　

資　本　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

２０２１年４月１日残高

事業年度中の変動額
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④ 個別注記表 

                  個別注記表 

   

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券 

   その他の有価証券  

時価のあるもの・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの・・・ 移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ ・・・・・・・時価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 ・・・・・・・定率法によっております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取 

（リース資産を除く）     得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法に

よっております。 

なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。また、取得価額１００千

円以上２００千円未満の少額減価償却資産については、３年間

の均等償却をしております。 

（２）無形固定資産・・・・・・・定額法によっております。 

（リース資産を除く）    なお、償却年数については法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっており

ます。 

（３）リース資産 ・・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が 2008 年 3 月 31 日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（１）貸倒引当金・・・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権および破産更生債権等について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

（２）賞与引当金・・・・・・・・従業員に対する賞与支給に備えるため、支給対象期間基準によ

る繰入額を基礎に将来の支給見込額を加味して計上しており

ます。 
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（３）役員賞与引当金・・・・・・役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度において

発生していると認められる額を計上しております。 

（５）商品取引事故損失引当金・・商品先物取引事故による損失に備えるため、損害賠償請求等に

伴う損失見込額のうち、商品取引責任準備金および金融商品取

引責任準備金の期末残高を勘案し、当事業年度において必要と

認められる金額を計上しております。 

（６）商品取引責任準備金・・・・商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第

２２１条の規定に基づき、同法施行規則に定める額を計上して

おります。 

（７）金融商品取引責任準備金・・金融商品取引事故による損失に備えるため、金融商品取引法第

４６条の５の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府

令附則（平２６内閣令１１）」第３条の経過措置の定めにより算

出した額を計上しております。 

（８）役員退職慰労引当金・・・ 役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づき

算定した額に、過去の支給実績等を勘案し、当事業年度におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

 

４．営業収益の計上基準 

（１）受取手数料 

① 商品先物取引・・・・・・・委託者の売付または買付に係る取引が成立したときに計上 

しております。 

② オプション取引・・・・・・委託者の売付または買付に係る取引が成立したときに計上 

しております。 

（２）売買損益 

① 商品先物決済損益・・・・・取引を転売または買戻しおよび受渡しにより決済したとき 

に計上しております。 

 ② 商品先物評価損益・・・・・自己売買による未決済取引額の時価による評価損益を計上 

しております。 

５．消費税等の会計処理・・・・・消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によって 

おります。 

 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること
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といたしました。 

 なお、これによる計算書類に与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定会

計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品

に関する会計基準」(企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日)第 44−2 項に定める経過的な取扱い

に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとして

おります。 

 なお、これによる計算書類に与える影響はありません。 

 

Ⅲ．収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記「４．営業収益の計上基準」に記載のとおりで

あります。 

 

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度

に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

（１）繰延税金資産 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 １４５，０５５千円 

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報 

      繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によっ

て見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響

を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場

合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性

があります。   

 

（２）貸倒引当金 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 １８５，９４８千円 

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報 

      貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権および破産更生債

権等について個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。当該見

積りは将来の不確実な債務者の債務返済能力の変動の影響を受ける可能性があり、債権

の回収や貸倒れが見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、貸倒引当金

または貸倒損失の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
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Ⅴ．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産 

定 期 預 金          ２００，０００千円 （注１） 

建    物          １４，２９６千円 （注２） 

土    地         ７７０，０００千円 （注２） 

現金及び預金           ６，０００千円 （注３） 

現金及び預金          １４，０００千円 （注４） 

合    計       １，００４，２９６千円 

 

担保資産に対応する債務 

該当事項はありません。 

（注１） 当座貸越契約に係わる担保に供している資産であります。 

（注２） 貸出コミットメント契約に係わる担保に供している資産であります。 

（注３） 商品先物取引法施行規則第９８条第１項第４号に規定する基金代位弁済委託 

    契約に係わる担保に供している資産であります。当事業年度末における同規定 

    に基づく委託者保護基金代位弁済保証額は、３０，０００千円であります。 

（注４） 金融商品取引法第４３条の２の２に規定する基金代位弁済委託契約に係わる 

担保に供している資産であります。当事業年度末における同規定に基づく委託 

者保護基金代位弁済保証額は、７０，０００千円であります。 

（２）有形固定資産の減価償却累計額            １８４，２５１千円 

（３）関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

   該当事項はありません。 

（４）当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金期末実行残高は、次のとおりであります。 

   当座貸越限度額及び貸出コミットメントの総額     ４００，０００千円 

   借入実行残高                          −千円  

   差引額                       ４００，０００千円  

（５）商品取引責任準備金 

   商品先物取引法第２２１条の規定に基づき、同法施行規則に定める額を計上しております。 

（６）金融商品取引責任準備金 

   金融商品取引法第４６条の５の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令附則（平

２６内閣令１１）」第３条の経過措置の定めにより算出した額を計上しております。 

 

Ⅵ．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高                      

該当事項はありません。 
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Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 

 

当事業年度期首の 

株式数 

増加株式数 

 

減少株式数 

 

当事業年度末の 

株式数 

発 行 済 株 式 

普 通 株 式 

 

９２，７１４株 

 

― 

 

― 

 

９２，７１４株 

自 己 株 式 

普 通 株 式 

 

２５，５７２株 

 

― 

 

― 

 

２５，５７２株 

 

（２） 配当に関する事項 

①  配当金支払額 
 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額

（円） 

基 準 日 効 力 発 生 日 

2021 年 6 月 28 日日 

定 時 株 主 総 会 
普 通 株 式 3,357 50.00 2021年3月31日 2021 年 6 月 29 日 

 

②  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  2022 年 6 月 27 日開催の定時株主総会において、次のとおり付議します。 

株 式 の 種 類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額

（円） 

基 準 日 効 力 発 生 日 

普 通 株 式 利益余剰金 3,357 50.00 2022 年 3 月 31 日 2022 年 6 月 28 日 
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Ⅷ．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 商品取引責任準備金           １１，２８９千円 

 貸倒引当金               ５６，９３７千円 

 賞与引当金                ３，０４９千円 

 役員賞与引当金             ７３，３１９千円 

ゴルフ会員権評価損           １８，０９３千円 

電話加入権減損損失            ５，１５７千円 

 退職給付引当金              ７，３５１千円 

役員退職慰労引当金           １５，５７９千円 

未払事業税                ３，２２３千円 

繰越欠損金               ２４，３１１千円 

繰延税金資産小計          ２１８，３１３千円 

評価性引当額             ７０，９８７千円 

繰延税金資産合計          １４７，３２５千円 

（繰延税金負債） 

  その他有価証券評価差額金         ２，２６９千円 

  繰延税金負債合計            ２，２６９千円 

繰延税金資産の純額         １４５，０５５千円 

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

                          （単位：％） 

法定実効税率                 ３０．６ 

   （調整） 

評価性引当額の増減              △９．３ 

交際費等永久に損金に算入されない項目      ０．１ 

留保金課税                   ８．３ 

法人住民税均等割額               ０．４ 

所得税額控除                 △０．１ 

その他                    △０．３ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率      ２９．７ 
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 Ⅸ. 金融商品に関する注記 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社の主たる事業は、商品デリバティブ取引の受託業務を行う商品デリバティブ取引

業であります。資金運用については主に流動性の高い預金で運用しております。また、

デリバティブ取引は、自己の計算に基づき商品デリバティブ取引自己ディーリングを行

っております。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

商品デリバティブ市場における取引に基づいて発生する顧客に対する営業債権である

委託者未収金、長期委託者未収金及び破産更生債権等は顧客の信用リスクに晒されてお

ります。保管有価証券は商品デリバティブ取引の代用証拠金として顧客から預っている

有価証券で、市場価格の変動リスクに晒されております。差入保証金は商品デリバティ

ブ取引の現金証拠金として顧客から預っているもの及び自己ディーリングの現金証拠金

を清算機関に預託しているもので、清算機関の信用リスクがあります。長期差入保証金

は、取引所等への預託金である信認金、清算基金、取引参加者保証金及び寮・社宅の敷

金であり、取引所等及び賃貸人の信用リスクに晒されておりますが、リスクは非常に低

いものであります。委託者先物取引差金は当社顧客の商品デリバティブ取引に係る値洗

い額で商品の価格変動リスクに晒されておりますが、顧客の預り証拠金により担保され

ており、リスクは非常に低いものであります。 

投資有価証券は、株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒さ

れております。出資金は、取引所への出資金加入金であり、取引所の信用リスクに晒さ

れておりますが、リスクは非常に低いものであります。長期貸付金は、元従業員に対す

るもので、借主の信用リスクに晒されております。ゴルフ会員権は発行体の信用リスク、

市場価格の変動リスクに晒されております。預り証拠金は、商品デリバティブ取引の証

拠金として顧客から預っている現金、有価証券で、差入保証金又は保管有価証券として、

清算機関へ預託しており、リスクはほとんどありません。デリバティブ取引は当社が自

己の計算において行っている商品デリバティブ取引であり、商品の価格変動リスクに晒

されております。 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

１．信用リスクの管理 

営業債権については、取引先の状況を日々モニタリングし、商品先物取引法、金融商

品取引法に基づく「受託契約準則」及び当社の「特定の電子取引に関する契約約款」に

基づいて相手先ごとに残高を管理するとともに、「立替金回収に係る内規」に基づいて

債権の回収に努めております。 

２．市場リスクの管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。デリバティブ取引につ
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いては、「リスク管理規程」、「自己ディーリング規程」、「純資産額規制比率に関す

る規程」、「自己資本規制比率に関する規程」に基づいてリスク管理をするとともに、

担当役員が取締役会に報告しております。 

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を

採用しているため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

もあります。 
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（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２２年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額２５，１０

０千円）及び出資金（貸借対照表計上額 8００千円）は、次表には含めておりません。また、現

金は注記を省略しており、預金、未払法人税等及び未払消費税等は短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

（１）委託者未収金 

貸倒引当金（＊１） 

 

（２）保管有価証券 

（３）差入保証金 

（４）委託者先物取引差金 

（５）投資有価証券 

（６）長期委託者未収金 

貸倒引当金（＊１） 

１，５４６ 

− 

 

 

 

 

１，５４６ 

９３，７７５ 

７，２２１，０００ 

１，４０７，８１９ 

１１３，０８０ 

２１３，７１３ 

△１６８，３５４ 

１，５４６ 

１３１，７９９ 

７，２２１，０００ 

１，４０７，８１９ 

１１３，０８０ 

 

− 

３８，０２４ 

− 

− 

− 

 

 

（７）破産更生債権等 

貸倒引当金（＊１） 

 

（８）長期差入保証金 

（９）長期貸付金 

貸倒引当金（＊１） 

 

（10）ゴルフ会員権 

４５，３５９ 

１５，３０７ 

△１５，３０７ 

４５，３５９ 

 

 

− 

 

 

− 

３８９，１８８ 

１，５２６ 

△１，５２６ 

− 

３８９，１８８ 

 

− 

− 

 

− 

１３，７７０ 

− 

１２，３４０ 

− 

△１，４３０ 

資産計 ９，２８５，５３８ ９，３２２，１３２ ３６，５９４ 

（11）未払金 

（12）預り証拠金 

（13）預り敷金保証金 

２７，４２３ 

８，４９１，９５７ 

３８，５０８ 

２７，４２３ 

８，５２９，９８１ 

３８，５０８ 

− 

３８，０２４ 

− 

負債計 ８，５５７，８８８ ８，５９５，９１２ ３８，０２４ 

デリバティブ取引（＊２） １８３，６９９ １８３，６９９   − 

（＊１） 委託者未収金、長期委託者未収金、破産更生債権等及び長期貸付金に個別に計上してい

る貸倒引当金を控除しております。 

（＊２） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価 
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レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。 

 

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：千円） 

 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

  株式 

 

113,080 

 

− 

 

− 

 

113,080 

資産計 113,080 − − 113,080 

デリバティブ取引 183,699 − − 183,699 
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② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

（単位：千円） 

 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

委託者未収金 

保管有価証券 

株式 

倉荷証券 

上場投資信託 

差入保証金 

委託者先物取引差金 

長期委託者未収金 

長期差入保証金 

ゴルフ会員権 

− 

 

66,262 

64,311 

1,226 

− 

− 

− 

− 

− 

− 

 

− 

− 

− 

− 

− 

− 

− 

12,340 

1,546 

 

− 

− 

− 

7,221,000 

1,407,819 

45,359 

389,188 

− 

1,546 

 

66,262 

64,311 

1,226 

7,221,000 

1,407,819 

45,359 

389,188 

12,340 

資産計 131,799 12,340 9,064,913 9,209,052 

未払金 

預り証拠金 

  現金 

  有価証券 

株式 

   倉荷証券 

   上場投資信託 

預り敷金保証金 

− 

 

− 

 

66,262 

64,311 

1,226 

− 

− 

 

− 

 

− 

− 

− 

− 

27,423 

 

8,398,182 

 

− 

− 

− 

38,508 

27,423 

 

8,398,182 

 

66,262 

64,311 

1,226 

38,508 

負債計 131,799 − 8,464,113 8,595,912 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

資 産 

委託者未収金、長期委託者未収金 

    これらは、相手先ごとに回収可能性を勘案し、回収不能見込額に基づいて貸倒見積額を算

定しており、貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額が時価に近似しているため、当

該価額を時価としており、レベル３に分類しております。 

保管有価証券 

これは商品デリバティブ取引の預り証拠金代用有価証券として預託を受けたもので、株式、

倉荷証券及び上場投資信託の時価は取引所の価格によっており、レベル１に分類しておりま

す。 

差入保証金、長期差入保証金 

これらの時価については、取引に基づくものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額を時価としており、レベル３に分類しております。 
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委託者先物取引差金 

これは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額を時価としており、レベル３に分類しております。 

投資有価証券 

この時価については、取引所の価格によっており、レベル１に分類しております。 

  ゴルフ会員権 

この時価については、公表されている基準価格及び取引価格によっており、レベル２に分

類しております。 

 

負 債 

未払金 

これは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額を時価としており、レベル３に分類しております。 

預り証拠金 

これは、商品デリバティブ取引の顧客から預り証拠金として預託を受けたもので、現金の

時価については、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル３に

分類しております。 

有価証券の時価については、株式、倉荷証券及び上場投資信託は取引所の価格によってお

り、レベル１に分類しております。 

預り敷金保証金 

この時価については、取引に基づくものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額を時価としており、レベル３に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

商品取引所に上場されている商品及び指数の商品デリバティブの売買取引を自己の計算に

おいて行っております。取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリ

バティブ取引における名目的な契約額、又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。時価については、取引所の価格

によっており、レベル１に分類しております。 
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（注２）保有目的ごとの有価証券に関する注記事項 

    その他有価証券における種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、当該事業年度中に売却したその他有価証

券はありません。 

（単位：千円） 

 
種類 

取得原価又は 

償却原価 

貸借対照表 

計上額 
差額 

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えるも

の 

（1）株式 １２，８４７ ２１，１８８ ８，３４０ 

（2）債券 − − − 

①国債・地方債等 − − − 

②社債 − − − 

③その他 − − − 

（3）その他 − − − 

小計 １２，８４７ ２１，１８８ ８，３４０ 

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えない

もの 

（1）株式 ９２，８２０ ９１，８９１ △９２８ 

（2）債券 − − − 

①国債・地方債等 − − − 

②社債 − − − 

③その他 − − − 

（3）その他 − − − 

小計 ９２，８２０ ９１，８９１ △９２８ 

合計 １０５，６６７ １１３，０８０ ７，４１２ 

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

委託者未収金 

差入保証金 

長期委託者未収金 

１，５４６ 

７，２２１，０００ 

− 

− 

− 

 ６６，８７０ 

− 

− 

− 

− 

− 

１４６，８４３ 

  破産更生債権等、長期差入保証金及び長期貸付金は、償還予定額を見込めないため上記に含めてお

りません。 
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（注 4）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 

区分 

 

取引の種類 

当事業年度（２０２２年３月３１日） 

契約額等 

（千円） 

契約額等のう

ち１年超（千

円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

 

商品市場取引 

 

現物先物取引 

売建 

買建 

 

− 

4,789,981 

 

− 

− 

 

− 

4,973,680 

 

− 

183,699 

合計 4,789,981 − 4,973,680 183,699 

時価の算定方法は、大阪取引所等の取引所における帳入価格（清算価格）によっております。 

 

Ⅹ. 賃貸等不動産に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項  

当社は、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。 

２０２２年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は３８，５０８千円（賃貸

収益は営業収益に計上）であります。 

 

（２）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

４６４，２４４千円 △２６５千円 ４６３，９７９千円 ５１０，７８０千円 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当期増減額は建物の減価償却による減少額です。 

３．当期末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む）であります。 
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Ⅺ．関連当事者との取引に関する注記 

（１）関連当事者との取引 

    該当はありません。 

（２）親会社に関する情報 

    親会社情報 

    北辰不動産株式会社（非上場） 

 

Ⅻ．１株当り情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額           ４５，５５２円２９銭 

             

（２）１株当たり当期純利益           ２，６１０円５３銭 

 

XIII．その他の注記 

該当事項はありません。 

 

 

  

本計算書類中の記載金額は、単位未満を切り捨て、１株当たり情報および百分率は単位未満を四

捨五入して表示しております。 
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⑤ 監査に関する事項 

このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注

記表については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 


